













（ 続紙 １ ）                             








































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、司法判断による解決が可能な権利紛争を対象とした争議行為の正当性
について、アメリカ法を素材として比較法研究を行うものである。 
 争議行為の正当性をどのような範囲で認めるかは、労使の力関係に重大な影響を
与える問題であり、又、産業平和という観点で社会全体にとっても重要な問題であ
る。本論文の検討対象は、争議行為の正当性全般に及ぶものではなく、権利紛争を
対象とした争議行為の正当性という限定された問題を扱うものではあるが、比較法
的に見ると、たとえばドイツ法やその影響を受けた台湾法がこれを否定するのに対
し、日本法はこれを肯定するなど、各国で考え方に顕著な違いが見られる問題であ
り、争議行為の法的位置づけを検討するには格好の素材である。にもかかわらず、
従来、この問題に関する検討はほとんどなされておらず、本論文はこの問題に関す
る最初の本格的研究であり、その先進性は高く評価できる。 
 本論文は、アメリカにおいて、全国労使関係法と鉄道労使関係法という２つの労
使関係法が、権利紛争に対して異なる対応を見せているにもかかわらず、結局は、
原則として権利紛争を対象とする争議行為の正当性を否定するという同様の結論に
至る過程を、当時の労使関係の状況と関連づけて明らかにしている。アメリカの労
使関係法に関してはすでに多くの先行研究がその内容を明らかにしているが、本論
文は、こうした先行研究の蓄積に依拠しつつも、権利紛争というテーマに関連づけ
て、労使関係法の形成と労使関係の状況との関連を解き明かしている点で、新たな
知見を提供したものと評価できる。 
 もっとも、本論文は、労働協約の解釈・適用をめぐる紛争と、それ以外の権利紛
争を区別しておらず、前者の紛争に関しては蒸し返しの禁止（平和義務）という労
働協約法独自の考え方が影響しないのか、という点について十分な配慮をしていな
い。また、本論文は、台湾法及び日本法に対し、アメリカ法の分析から示唆を得よ
うとするが、台湾法及び日本法に関する検討が十分でないために、その指摘は限定
的なものに留まっており、両国、とりわけ日本について、権利紛争を対象とする争
議行為の正当性に関する明確な提言を行うには至っていない。これらの問題点はあ
るものの、前述のとおり本論文はその先進性や新たな知見の発見という点で高く評
価できるものである。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成28年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
